
令和7年8月現在

センター名 所在地／電話番号
担当圏域

町・丁・大字名地域

東大宮

大　宮

住　吉

北

大塚台
生目台

生　目

小松台

大　塚

大　淀

赤　江

本　郷

木　花

青　島

佐土原

田　野

小　戸

中央東の一部

中央東の一部

檍の一部

中央西

檍の一部

大工1～3丁目　鶴島1～3丁目　松橋1、2丁目　末広1、2丁目　元宮町　
高松町　西高松町　南高松町　北高松町　千草町　中央通　上野町
橘通西1～3丁目　橘通東1～3丁目　広島1、2丁目　別府町　老松1、2丁目
宮田町　旭1、2丁目　川原町　瀬頭町　瀬頭1、2丁目　松山1、2丁目　吾妻町　堀川町

阿波岐原町（火切塚を除く）　新別府町　浮城町　吉村町の一部＊1　山崎町＊2
＊1）吉村町の一部は新別府川および権現通りより北側の地域
＊2）市営住宅自由ヶ丘団地を除く

清水1～3丁目　大橋1～3丁目　和知川原1～3丁目　西池町　原町　花殿町
中津瀬町　丸山1、2丁目　船塚1～3丁目　霧島1～4丁目　霧島5丁目の一部
祇園1～3丁目　祇園4丁目の一部　神宮１丁目の一部

永楽町　昭和町　曽師町　大王町　中西町　潮見町　一の宮町　田代町
小戸町　新栄町　昭栄町　日ノ出町　稗原町　出来島町　高洲町　新城町　前原町
宮脇町　浄土江町　港1～3丁目　港東1～3丁目　宮崎駅東1丁目　吉村町の一部＊2
＊2）吉村町の一部は新別府川より南側かつ権現通りより南側の地域
阿波岐原町火切塚　村角町（北田の一部は除く）　大島町の一部　波島１、２丁目
東大宮１～４丁目　桜町　花ヶ島の一部　山崎町（市営住宅自由ヶ丘団地）
池内町　下北方町　平和が丘北町　平和が丘東町　平和が丘西町　南方町　
矢の先町　神宮東1～3丁目　神宮西1、2丁目　神宮１丁目の一部、2丁目
霧島5丁目の一部　祇園4丁目の一部　神宮東町　神宮町　花ケ島町　南花ケ島町　

大字芳士　大字新名爪　大字島之内　大字広原　大字塩路　村角町北田の一部

大字上北方　大字瓜生野　大字大瀬町　大字糸原　大字金崎　大字吉野　大字堤内

大塚台東1、2丁目　大塚台西1～3丁目
生目台東1～5丁目　生目台西1～5丁目

大字浮田　大字生目　大字長嶺　大字細江　大字富吉　大字有田
大字跡江　大字小松　大字柏原　
小松台北町　小松台東1～3丁目　小松台西1～3丁目　小松台南町　桜ケ丘町

大淀1～4丁目　東大淀1、2丁目　太田1～4丁目　中村東1～3丁目　中村西1～3丁目　
南町3丁目　淀川1～3丁目　谷川1～3丁目　谷川町3丁目　天満1～3丁目　天満町　
京塚1、2丁目　京塚町　大坪東1～3丁目　大坪西1、2丁目　大坪町　花山手東1～3丁目
花山手西1、2丁目　福島町　福島町1～3丁目　古城町　北川内町　源藤町　薫る坂1、2丁目
大字恒久　恒久１～６丁目　恒久南１～４丁目　城ケ崎１～４丁目　宮の元町　月見ケ丘１～７丁目
大字田吉の一部（赤江東中学校区・赤江中学校区）　大字赤江の一部（赤江東中学校区・赤江中学校区）
大字本郷北方の一部（赤江東中学校区・赤江中学校区）　大字本郷南方の一部（赤江中学校区）
希望ケ丘１～４丁目　本郷１～３丁目　大字郡司分　東宮１、２丁目　まなび野１～３丁目
大字田吉の一部（本郷中学校区）　大字赤江の一部（本郷中学校区）
大字本郷北方の一部（本郷中学校区）　大字本郷南方の一部（本郷中学校区）
大字熊野　大字加江田　大字鏡洲　学園木花台西1、2丁目
学園木花台北1～3丁目　学園木花台南1～3丁目　学園木花台桜1、2丁目
青島1～6丁目　青島西1、2丁目　大字折生迫　大字内海

田野地区全域

佐土原地区全域

大塚町　江南1～4丁目

橘通西4、5丁目　橘通東4、5丁目　錦本町　錦町　丸島町　柳丸町　大和町
青葉町　高千穂通1、2丁目　下原町　江平町1丁目　江平中町　江平東1、2丁目
江平西1、2丁目　江平東町　権現町　北権現町　宮崎駅東2、3丁目

末広1丁目4番39号
☎29 - 5073 FAX 32-4339

新別府町久保田683番地1
☎60 - 0828 FAX 60-0829

吉村町大町甲1922番地1
☎23 - 0001 FAX 23-0086

神宮東1丁目2番27号
宮崎市北部老人福祉センター内
☎61 - 1789 FAX 61-1795
大字島之内7395番地1
はまゆうビル105号
☎65 - 8080 FAX 36-3370
大字瓜生野2286番地1
☎36 - 0902 FAX 41-2616
大塚台西2丁目18番地1
大塚台地域事務所内
☎62 - 3671 FAX 62-3670

大字浮田3000番地1
生目地区交流センター内
☎62 - 3855 FAX 62-3877
大塚町乱橋4550番地2
☎65 - 8181 FAX 65-8182

花山手東3丁目25番地2
宮崎市総合福祉保健センター内
☎55 - 1010 FAX 63-1380

恒久4丁目2番19号
☎６３ - ５３１０ FAX 63-5311

大字本郷南方４０６１番地
☎72 - 6001 FAX 72-6002

学園木花台桜2丁目28番地4
☎63 - 8111 FAX 63-8100

佐土原町下田島20660番地3
☎48 - 7007 FAX 48-7101
田野町甲2818番地
宮崎市田野総合支所内
☎86 - 5115 FAX 55-7661

大島町本村202番地2
☎22 - 0808 FAX 22-0803

祇園1丁目50番地
宮崎市心身障がい者
福祉会館2階
☎64 - 8597 FAX 64-8598

小戸・
橘地区

地域包括支援センターの連絡先及び担当圏域一覧

中央東・
檍北地区

中央西地区

檍南地区

東大宮地区

大宮地区

住吉地区

北地区

大塚台・
生目台地区

生目・
小松台地区

大塚地区

大淀地区

赤江地区

本郷地区

佐土原地区

田野地区

高　岡 高岡地区全域
高岡町内山2887番地
宮崎市高岡総合支所内
☎30 - 9426 FAX 30-9427

高岡地区

清　武 清武地区全域清武地区

木花・
青島地区

清武町西新町1番地1
宮崎市清武総合支所内
☎55 - 6330 FAX 55-6218

※正式名称は、『宮崎市○○地域包括支援センター』になります。（下線部分に上の表のセンター名が入ります。）

禁無断転載©東京法規出版
KGTC5070－1766979 宮　崎　市

宮崎市役所 福祉部 地域包括ケア推進課　橘通西1丁目1番1号　☎21-1773　   31-6337FAX地域包括支援センターに
関する問い合わせ先
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はじめに みんなで支え合う仕組み（地域包括ケアシステム）づくり

　本市では、生産年齢人口や年少人口
は減少する一方で、高齢者（65歳以
上）人口は増加を続けており、高齢者
人口の割合は、団塊世代が75歳に達
する2025年には30％を超えて、
2045年にピークを迎える見通しと
なっています。
　このため、介護サービスへのニーズ
はますます高まることが予想されます
が、高齢者の介護にかかる給付費の増
大、介護の担い手不足の進行などの問
題が表面化してきています。

●高齢者を取り巻く状況
　本市では、高齢者が介護の必要な状態となっても、住み慣れた地域の中で安心して生活していけるよう、
介護保険制度を安定的に維持することに加え、地域のみんなで支え合う仕組み（地域包括ケアシステム）づ
くりに取り組んでいます。
「住まい」「生活支援」「介護予防」「介護」「医療介護連携」「医療」
「認知症」の7つの分野を一体的に提供していけるよう、医療・介
護の関係者や、市民団体、企業、ボランティア団体、地域住民な
どと連携しながら、それぞれの地域で取組を進めています。

●７つの分野のサービスを充実させていきます

　「フレイル」とは、加齢により心身の機能が低下し、健康な状態から要介護
状態へと移行する中間の段階のことをいいます。一度要介護状態になると、健
康な状態に戻ることが難しくなりますが、フレイルの段階で適切に対処すれば、
心身の健康を取り戻すことができます。
　健康寿命を延ばすためには、「フレイル」の予防・改善に取り組む
ことが大切です。

「フレイル予防」の
取組は、4～8ページを
ご覧ください。

●「フレイル」を予防して、いつまでもいきいき元気！

　介護保険制度は、高齢者の介護を社会全体で支えることや、利用者の立場に立った適切なサービスを一体
的に提供することなどを目指して、平成12年4月からスタートしました。高齢者を取り巻く状況が刻々と変
わっていく中、住み慣れた地域の中で安心して生活していくためには、介護や支援が必要な方の状態に合わ
せた質の高いサービスを提供することが必要であり、介護保険制度が果たす役割は、今後ますます重要に
なっています。

●第一条（目的）
　この法律は、要介護状態となっても、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日
常生活を営むことができるよう、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、国民の保健医療
の向上及び福祉の増進を図ることを目的とする。

●第二条（介護保険）
　保険給付は、要介護（要支援）状態の軽減又は悪化の防止に資するよう行われる。

●第四条（国民の努力及び義務）
　国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護
状態となった場合においても、その有する能力の維持向上に努めるものとする。
※介護保険法本文を抜粋し、編集しています。

●介護保険制度の役割がさらに重要に

　介護保険制度は、介護が必要な方が尊厳をもってサービスを受けられるように40歳以上の方が納める介護
保険料や国民が納める税金を財源として社会全体で支え合う仕組みです。
　そのため、介護保険制度の利用に当たっては、介護保険法の本旨にもあるとおり、一人ひとりが健康の保
持増進に努めるとともに、要介護状態となっても能力の維持向上や重度化防止に努めることが大切です。

●介護保険制度の利用に当たって

介護予防
顔の見える関係と
積極的な健康づくり

認 知 症
認知症の方と家族を
支える体制の構築

行　　　政 地域包括支援センター 関係機関・民間企業等

介護保険法の本旨

高齢者

住まい
ニーズに応じた住まいと

安心の住環境

介　　護
自立した生活のための

介護サービス

医　　療
在宅医療を支える
医療提供体制の構築

生活支援
ニーズに応じた

多様な支援・サービス

医療介護連携
医療と介護の
連携体制推進

下支え下支え 下支え下支え 下支え下支え連携連携

詳しくは、「ぐるみん
宮崎ポータルサイト」
をご覧ください。

健康要介護 フレイル

日常生活動作に障害あり 日常生活での自立度が高い日常生活動作に支障あり 日常生活での自立度が高い
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　「最近、歳を取って体力が落ちてきた」「転びやすくなって心配｣
といった、心身の衰えを感じてきた時こそ、介護予防をはじめ
るチャンスです。
　宮崎市では、皆さんが住み慣れた地域で、元気に生活を送れ
るよう、介護予防のメニューをご準備しています。

健康な生活を保つために

地域の皆さんと一緒に
介護予防をはじめましょう！

●拠点型（地域包括ケア推進課が主催するもの） ●準拠点型（公共施設が主催するもの）

●地域型（地域の団体等が主催するもの）

イオンモール宮崎

宮交シティ

北部記念体育館

生目の杜運動公園体育館

九州電力宮崎支店

市保健所

清武体育館

高岡福祉保健センター（穆園館）

佐土原体育館

青島地区交流センター

月

火

水

木

金

　「出かけたいけど体力が衰えた」「孫と遊びたいけど体力がない」「元気でいるために何を
すればいいんだろう」「何をやっても楽しいと思えなくなった」などといった、身体や気持
ちの衰えを感じている方を対象に、4か月間の『フレイル予防健幸塾』を開催しています。
　週1回、運動・口腔・栄養・認知症予防について学んで、自分のために、家族のために自宅
でも続けていきましょう！
　実施場所までいくことができない方には事業所の可能な範
囲で、送迎を行います。（自己負担有）

短期間で、自宅でもできる取組みを学べる

　｢宮崎いきいき健幸体操」を実践する運動教室を開催しています。
　➡宮崎市と宮崎県立看護大学が共同で開発した、11種類のメニューで構成される介護予防
の運動プログラムです。

　会場ごとの固定した曜日・時間帯で、年間を通じて開催しています。開催頻度は各会場で
異なります。

　市内の自治公民館等、地域に健幸運動指導員と健幸サポートナースを派遣しています。
　ご自宅から参加しやすい会場をご案内できますので、地域包括ケア推進課介護予防係（☎21-1773）
までお問合せください。

（一般介護予防事業）

健幸運動教室
参加費無料申込不要

参加費無料事前申込要

全15回（4か月間）

フレイル予防健幸塾

1 住吉老人いこいの家

赤江老人福祉センター

高岡老人福祉館（百寿荘）

南部老人福祉センター

田野総合福祉館（ふれあいセンター）

月・金

火

水

木

1

2

3

4

5

2

3

4

5

6

7

8

9

10

ここからは介護予防を支える事業を紹介します

❶～❹の全てに該当する方
❶市内に住所を有する65歳以上 ❷要介護認定1～5ではない
❸介護保険サービスを利用していない ❹心身の衰えを感じている

対象

　健康づくりと介護予防のために必要な情報を掲載した「い
きいき手帳」を作成・配付しています。この先の人生を健康
に過ごせるように、あなたもいきいき手帳を活用してみませ
んか。
　配付場所は、市役所本庁舎、市保健所、総合支所、地域セ
ンター、地域事務所、サービスコーナー、地域包括支援セン
ター、高齢者向けの各教室　などです。

いきいき手帳
無料宮崎市内にお住まいの65歳以上の方が対象

65歳以上の方が対象

詳しくは、右記の二次元
コードを読み取るか「宮
崎市　健幸運動教室」で
検索してください。

健
康
な
生
活
を

保
つ
た
め
に

詳しくは、右記の二次
元コードを読み取るか
｢宮崎市　フレイル｣
で検索してください。

詳しくは、右記の二次
元コードを読み取るか
｢宮崎市いきいき手帳｣
で検索してください。
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介護予防・生活支援サービス事業

自身での介護予防が続かなく
なってきたら
　介護保険の要介護（支援）認定を申請する以外に、改善を目指した様々なサービ
スを受けられる「事業対象者※　」という仕組みがあります。心身の衰えから、今の
生活が続けられなくなると不安を感じたら、まずは「地域包括支援センター」に相
談してみましょう。
※「事業対象者」…心身の状態を確認する25項目の質問票「基本チェックリスト」に該当し、かつ早期に介護予
防の取り組みが必要な方が申請できます。

　短期集中サービスでは、専門のスタッフが心身や生活環境を分析して、個別の介護予防プ
ログラムを提供します。実施場所は、事業所や、公共施設、自宅訪問など様々です。
　利用期間は概ね3か月間で、プログラム終了後の生活に介護予防を取り入れる方法を提案し
ます。

●①申請に必要な書類を「地域包括支援センター」が作成し、宮崎市へ提出
●②ご自宅へ「事業対象者」と記載された被保険者証が送付されます。

地域包括支援センターの職員と相談しながら、介護予防プランを作成し、
「介護予防・生活支援サービス事業」を利用します

●短期集中サービスが必要と考えられる状態

①加齢等に伴い活動が減った ②退院後の在宅生活が不安

専門スタッフ（※）の支えのもと改善を目指す短期集中サービス
地域包括支援センターに相談事業対象者・要支援１・２が対象

①訪問アセスメント（運動）
　理学療法士や作業療法士が自宅に訪問し、浴槽またぎや屋外歩行などの生活課題を分析し、
自宅内でできる工夫などをご提案します。

②訪問アセスメント（栄養）
　管理栄養士が自宅に訪問し、調理や食事の状況を評価し、栄養状態を改善する工夫などを
ご提案します。

●対象：地域包括支援センターが必要と判断した方（事業対象者、要支援1・2）
●回数：1回
※訪問アセスメントの分析結果に基づき、地域包括支援センターが短期集中サービスやその他の介護予防サービス
を提案する場合があります。

訪問アセスメント
　専門職がご自宅に訪問し、生活状況を評価した上で、課題を改善するために必要な
支援の提案や、工夫などの助言をします。

※専門のスタッフは理学療法士、作業療法士、管理栄養士、歯科医師、歯科衛生士、言語聴覚士等。

「事業対象者」に該当すると、下記の短期集中サービスを始めとする
「介護予防・生活支援サービス事業」利用の対象者となります。

地域包括支援センターの職員が生活状況や心身の状況を詳しくお伺いします。

「事業対象者」の申請

「介護予防・生活支援サービス事業」のご提案 一般介護予防事業のご紹介
P4～5

専門的な支援が必要な方

お住まいの地域包括支援センターに相談

　運動しない生活を送っていると、筋力が低下
し、日常生活に支障
が出てきます。
　短期間で体力や筋
力の改善を目指し、
自宅で取り組めるセ
ルフケアの方法をお
伝えします。

　入院等でリハビリが
終わった後も、在宅生
活に復帰しても専門職
による支援を受けるこ
とができます。
　また、退院直後の生
活をホームヘルパー等
が一時的に支援するサービスもあります。

※要支援1・2の方は●①および●②の申請の必要はありません。

介
護
予
防・生
活
支
援

サ
ー
ビ
ス
事
業

利用料無料
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短期集中サービス

その他の介護予防・生活支援サービス

※運動・栄養・口腔プログラムは、サービス終了後日、介護予防（セルフケア）の実施状況の確認のためにフォローアップ訪問を実施します。

口腔プログラム
　歯科医師・歯科衛生士・言語聴覚士による口腔ケアの
方法を学びます。

●月1回程度（3か月間で全4回）
【このような人に向いています】
・口の渇きが気になるようになった
・お茶や汁物でむせることがある

訪問・通所

　負担割合1～3割の利用者負担が発生します（詳しくは19ページをご覧ください）。本冊子
では、利用者負担１割の費用をめやすとして掲載しています。

※食材費等は自己負担。

※1　介護予防型訪問サービスを1か月あたり9回以上必要な方が対象です（上限32回）
※2　1日あたり上限4回。1か月あたり上限28日。

介護予防型訪問補完
サービス※1 

標準的な内容のサービス 

生活援助中心（所要時間20～45分）

生活援助中心（所要時間45分以上）

287円

179円

220円

163円

●利用者負担の目安（1か月）

1,176円週1回程度利用

2,349円週2回程度利用

3,727円週2回程度利用を超える場合

1,798円要支援1
事業対象者（要支援１相当）

3,621円要支援2
事業対象者（要支援２相当）

訪問型家事援助サービス
　利用者には難しい生活行為（掃除・調理等
の一部）を、家事援助スタッフ（宮崎市が実
施する講習修了者）等が支援します。

介護予防型訪問サービス
　日常生活でできなくなったことをできる
ようにするため、ホームヘルパーと一緒に
家事などに取り組みます。

●利用者負担の目安（1か月）

介護予防型通所サービス
　通所介護施設で日常生活上の支援など
その方の目標に合わせたサービスを提供
します。

●利用者負担の目安（1回当たり）
224円週1回程度利用

栄養改善に取り組むプログラム
栄養プログラム
　高齢者が望ましい食生活が送れるような、食品の
選び方やレシピの提案を行います。

訪問型短期集中サービス(介護予防ヘルプサービス)
　退院直後など在宅生活の復帰を目指す方を対象に、ホームヘルパーが、日常生活に必要な
動作の訓練や、短時間の服薬の援助を1～3か月提供します。

●月1回程度（3か月間で全3回）
●実施時間60分程度
【このような人に向いています】
・入院で減少した体重を戻したい
・「減塩を」と言われたが何をすればいいかわからない

訪問・通所

運動に取り組むプログラム
利用料無料

自宅復帰を支援するサービス 利用者1割負担

運動プログラム
外出や通所に不安があるならここから

　理学療法士、作業療法士が自宅に訪問し
ます。
●全6回（3か月の期間内）
●実施時間60分程度
【このような人に向いています】
・通所サービスの利用を
ためらっている
・自宅でする運動を充実
したい
・外出に自信がない

訪問 運動プログラム
個別のプログラムで集中的に取り組む

　事業所に通所し、理学療法士、作業療法士
が立案した運動プログラムに取り組みます。
●週2回（3か月間で全22回）
●実施時間90～120分
【このような人に向いています】
・歩いて買い物に行きたい
・立位で家事をできるよ
うにしたい

通所

自宅での運動指導 浴槽またぎ訓練の様子

■利用者負担の目安（1回当たり）

服薬援助サービス※2

地域包括支援センターに相談

口腔機能向上に取り組むプログラム

介護予防・生活支援サービス事業

介
護
予
防・生
活
支
援
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業
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介護保険制度の仕組み

みんなで介護を
支えます

　介護保険制度は、わたしたちの住む宮 崎市が保険者となって運営します。40歳
以上の方が被保険者（加入者）となって 保険料を負担し、介護が必要と認定された
ときには、費用の一部（1割～3割）を支 払って、サービス事業者から介護（予防)
サービス、介護予防・生活支援サービス 事業を利用する仕組みとなっています。

●65歳以上の方は…
『第1号被保険者』

宮崎市（保険者）
介護保険を運営します

　介護や支援が必要であると認定された方（どんな
病気やケガがもとで介護が必要になったかは問われ
ません）

介護（予防）サービス、介護予防・生活支援
サービス事業を利用できるのは

●40歳から64歳の医療保険加入者は…
『第2号被保険者』

　老化が原因とされる病気等（特定疾病）＊により介
護や支援が必要であると認定された方（特定疾病以
外、例えば交通事故などが原因で介護が必要となっ
た場合は、介護保険の対象にはなりません）

介護（予防）サービス、介護予防・生活支援
サービス事業を利用できるのは

＊特定疾病

●がん
●関節リウマチ　　　　 ●筋萎縮性側索硬化症
●後縦靱帯骨化症　　　 ●骨折を伴う骨粗鬆症
●初老期における認知症
●進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症およびパーキン
ソン病

●脊髄小脳変性症　　　 ●脊柱管狭窄症
●早老症　　　　　　　 ●多系統萎縮症
●糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症および糖尿病性網膜症
●脳血管疾患　　　　　 ●閉塞性動脈硬化症
●慢性閉塞性肺疾患
●両側の膝関節または股関節に著しい変形を伴う変形性関節症

●介護（予防）サービスの確保・整備
●要介護・要支援認定
●保険証の交付
●介護保険負担割合証の交付
●介護保険料の算定・徴収
など

サービス事業者
在宅サービスや施設サービスを提供します
指定を受けた
●社会福祉法人
●医療法人
●民間企業
●非営利組織
　などが実施

そう ろうしょう

せき ずいしょうのう へん せいしょう せきちゅうかんきょうさくしょう

た けい とう い しゅくしょう

きん い しゅくせい そく さく こう か しょう

りょうそく いちじる ともなひざ かん せつ へん けい せい かん せつしょうこ かん へん けいせつ

へい そく せい どうみゃくこう か しょうのう けっ かん しっ かん

とう にょうびょう せい しん けいしょうがい

まん せい へい そく せい はい しっ かん

とう にょうびょうせい じん しょう とう にょうびょう せい もう まくしょう

しん こう せい かくじょう せい ま ひ だい のう ひ しつ き てい かく へん せいしょう

びょう

こっ せつ ともな こつ そ しょうしょう

しょ ろう き にん ち しょう

こうじゅうじん たい こっ か しょう

かん せつ

とく てい しっ ぺい

　地域包括支援センターは、地域の
高齢者の総合相談窓口です。

●高齢者や家族、地域住民からの介護や福祉に関する相
談への対応、支援
●介護予防ケアプランの作成、介護予防事業のマネジメ
ント
●高齢者に対する虐待の防止やその他の権利擁護事業　など

地域包括支援センター 主にどんなことをするの？

　ケアマネジャーは、利用者の希望
や心身の状態にあったサービスが利
用できるように導いてくれる介護
サービスの窓口役です。
ケアマネジャーは正式には介護支援専門員 といい「居宅介護支援事業所」等に所属しています。

●要介護認定の申請代行　
●ケアプランの作成
●介護サービス事業者との連絡調整
●サービスの再評価とサービス計画の練り
直し　など

ケアマネジャー ケアマネジャーの役割

●要介護・要支援認定
　の申請
●保険料の納付

●介護（予防）報酬
　（9割～7割）の支
　払い

●介護（予防）報酬
　の請求

●要介護・要支援認定
●保険証の交付
●介護保険負担割合証
　の交付

●介護（予防）サービ
　ス、介護予防・生活
　支援サービス事業の
　提供

●介護（予防）サービ
　ス、介護予防・生活
　支援サービス事業の
　利用
●利用者負担（1割～
　3割）の支払い

　介護保険で対象となる病気（特定疾病）には下記の16種類が指
定されています。

　65歳になる方には、誕生月の前月（1日生まれ
の方は前々月）に、宮崎市から保険証(介護保険被
保険者証）が交付されます。
※40歳から64歳の方は、要介護・要支援認定の申請や、
保険証の交付申請を行った場合に保険証が交付されます。

●要介護・要支援認定を申請するとき
●居宅（介護予防）サービス計画の作成、介護
予防ケアマネジメントを依頼するとき
●介護（予防）サービス、介護予防・生活支援
サービス事業を利用するとき

こんなときに保険証が必要です

介護保険の保険証

　要介護・要支援認定を受けた方、介護予防・生活
支援サービス事業対象者には、負担割合（1～3
割）を示す「介護保険負担割合証」が交付されます。
※負担割合に関して、詳しくはP19。

●介護保険サービス等を利用するとき
有効期限　1年間（8月1日～翌年7月31日)

負担割合証が必要なとき

負担割合証

見本

負担割合（1割～3割）
が記載されます。

見 本

医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至っ
たと判断したものに限る（ ）

介
護
保
険
制
度

の
仕
組
み
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介護保険料を滞納していると…介護保険料を滞納していると…
　災害などの特別な事情がないのに保険料を滞納していると、介護（予防）サービス（地域
支援事業（総合事業）を除く）を受ける際に滞納期間に応じて次のような措置が取られます。
納め忘れに注意しましょう。

保険料は大切な財源です
介護保険料

　介護保険の運営には、40歳以上の皆さんが納めている保険料が大切な財源になっ
ています。介護が必要となったときに、だれもが安心してサービスを利用できるよ
う、保険料は忘れずに納めましょう。

介護保険の財源（利用者負担分は除く）

令和6～8年度の割合です。

公
費
50％

年度の途中に65歳になる方は…

40歳から64歳の方（第2号被保険者）
　40歳から64歳の方の介護保険料の額は、加入している医療保険の算定方法により決められ、
40歳到達月から医療保険料と合わせて納めます。
※到達月とは誕生日の前日の属する月をいいます。

　介護保険料※2は、給与（標準報酬月額）および賞与※3に医療保険ごとに設定される介護保険料率を乗
じて決定され、医療保険の保険料（一般保険料）と合わせて毎月徴収されます。詳しくは、加入してい
る健康保険組合などにお問い合わせください。

職場の医療保険※1に加入している方の場合

　介護保険分は、国民健康保険税の計算方法と同様に世帯ごとに決められます。そして医療保険分、後期
高齢者支援金分、介護保険分とを合わせて、国民健康保険税として世帯主が納めます。詳しくは、国保年
金課（☎21-1746）までお問い合わせください。

　国民健康保険加入者が65歳になる年度では、65歳到達月の前月分までで計算した介護保険分とその年
度分の医療保険分と後期高齢者支援金分とを合わせた税額を、6月から翌年3月までの10回で納めます。

11月1日生まれの方は ➡ 10月分から医療保険分と合わせて納めます
11月2日生まれの方は ➡ 11月分から医療保険分と合わせて納めます

宮崎市の国民健康保険に加入している方の場合

※1  会社員が加入する健康保険組合、公務員や教職員が加入する共済組合、船員が加入する船員保険などです。
※2  原則として事業主が半額を負担します。
※3  保険料の総報酬制導入に伴い、賞与からも給与と同じように介護保険料が徴収されます。

●介護保険料の計算方法

（標準報酬月額）× 介護保険料率 介護保険料
給　与

および賞与
＝

例

65歳以上の方の保険料
23％

40歳から64歳の
方の保険料
27％

半分が保険料で
まかなわれています

納期限を過ぎると 督促や催告が行われ、督促手数料や延滞金が徴収されます。

1年以上
滞納していると

サービス費用の全額をいったん利用者が負担し、申請により後で保
険給付分が払い戻されます。

1年6か月以上
滞納していると

サービス費用の全額をいったん利用者が負担し、申請後も保険給付
の一部、または全部が一時的に差し止めとなり、滞納している保険
料と相殺されます。

2年を過ぎると
未納期間に応じて、利用したサービス費用の自己負担割合が、1割
または2割の方は3割、3割の方は4割に引き上げられるほか、高額
介護サービス費等の支給も受けられなくなります。

介
護
保
険
料
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※口座振替は申し込まれた月の翌月以降の開始となります。なお、口座振替開始前には、開始月の中
旬に口座振替開始のお知らせをお送りしますので、ご確認ください。

※口座の残高をご確認ください。残高不足で引き落としできないケースがあります。

❶預貯金通帳、口座届出印、介護保険料の納付書など通知書番号（被保険者番号）が分かるものを用意します。
❷預貯金口座のある市内の金融機関の窓口で「口座振替依頼書」に必要事項を記入し、申し込みます。

右記サイトから申し込みができます。

●年度途中で介護保険料が増額になった　●年度途中で65歳になった
●年度途中で老齢（退職）年金・遺族年金・障害年金の受給が始まった
●年度途中で他の市区町村から転入した　●介護保険料が減額になった
●年金が一時差し止めになった　など

老齢（退職）年金、遺族年金、
障がい年金が年額18万円未満の方

●介護保険料の年額を納付期限に合わせて納めます（6月から翌年3月まで年10回）。
●納付書が送付されますので、取扱金融機関等で納めてください。
●Pay-easy（ペイジー）やスマートフォン決済（PayB、PayPay）を使って介護保険料
（バーコードのある普通徴収の納付書に限る）の納付ができます。

●介護保険料の年額が、年金の支払い月（4月・
6月・8月・10月・12月・2月）の年6回に分
けて差し引かれます。

4月、6月、8月は、仮に算定された保険料を納め（仮
徴収）、10月、12月、2月は、確定した年間保険料額か
ら仮徴収分を除いた額を納めます（本徴収）。

●特別徴収の対象者として把握されると、おおむね半年から1年後に介護保険料が年金から
の差引きになります。

介護保険料

65歳以上の方（第1号被保険者）

　保険料は宮崎市の介護サービスの利用量見込みなどから算出された「基準額」をもとに所得段
階別に決められます。保険料は介護保険事業計画の見直しに応じて3年ごとに設定されます。

　保険料基準額をもとに、世帯の市民税の課税状況（4月1日時点）と被保険者の方の前年中の合計所得金額
と課税年金収入額などにより保険料が決められます。令和6年度～令和8年度の3年間は14段階に区分された
所得段階で保険料が計算されます。※第1～3段階については負担軽減措置を行っています。

保険料の決め方
　65歳到達月（65歳の誕生日の前日の属する月）の分から納めます。
　納め方は受給している年金※の額によって次の2通りに分かれ、個人で
納め方を選ぶことはできません。
※受給している年金とは、老齢（退職）年金・遺族年金・障害年金をいいます。老齢福祉年金・恩給は対象にはなりません。

保険料の納め方

　収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする
前の金額です。第1～5段階については「公的年金等に係る雑所得」を控除した金額を用います。第1～5段階の
合計所得金額に給与所得が含まれている場合は、給与所得から10万円を控除した金額を用います。土地売却等
に係る特別控除額がある場合は「長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額」を控除した金額を用います。

第1段階

第2段階
第3段階
第4段階
第5段階
第6段階
第7段階
第8段階
第9段階
第１０段階
第１１段階
第１２段階
第１3段階
第１4段階

所得段階 対　象　者 計算方法

基準額×0.485

基準額×0.685

基準額×0.85

基準額

基準額×1.2

基準額×1.35

基準額×1.55

基準額×1.7

基準額×1.95

基準額×2.1

基準額×2.3

基準額×2.4

基準額×2.45

21,500円

36,600円

51,700円

64,200円

75,600円

90,700円

102,000円

117,100円

128,500円

147,400円

158,700円

173,800円

181,400円

185,200円

保険料年額

生活保護受給者

老齢福祉年金受給者、
“本人の課税年金収入額＋合計所得金額”が80万9千円以下の人

“本人の課税年金収入額＋合計所得金額”が80万9千円超120万円以下の人

“本人の課税年金収入額＋合計所得金額”が120万円を超える人

“本人の課税年金収入額＋合計所得金額”が80万9千円以下の人

“本人の課税年金収入額＋合計所得金額”が80万9千円を超える人

合計所得金額が125万円未満の人

合計所得金額が125万円以上210万円未満の人

合計所得金額が210万円以上320万円未満の人

合計所得金額が320万円以上420万円未満の人

合計所得金額が420万円以上520万円未満の人

合計所得金額が520万円以上620万円未満の人

合計所得金額が620万円以上720万円未満の人

合計所得金額が720万円以上820万円未満の人

合計所得金額が820万円以上の人

本
人
が
市
民
税
非
課
税

本
人
が
市
民
税
課
税

世
帯
全
員
が
　

市
民
税
非
課
税

世
帯
に
市
民

税
課
税
の
人

が
い
る
　
　

※市区町村によって必要となるサービスの量や65歳以上の方の人数が異なるため、基準額も市区町村ごとに異なります。

※合計所得金額がマイナスの場合は、0円とみなします。

●令和7年度の介護保険料

基準額×0.285

基準額（年額）
75,600円 ＝ × ÷

宮崎市で必要な
介護サービスの
総費用

65歳以上の
方の負担分
（23％）

宮崎市の
65歳以上の
方の人数

合計所得金額とは

　公的年金のうち、国民年金・厚生年金・共済年金などの課税対象となる種類の年金収入額のことです。障害年
金・遺族年金・老齢福祉年金などは含まれません。

課税年金収入額とは

普
通
徴
収

特
別
徴
収

年金が年額18万円未満の方 ➡

年金が年額18万円以上の方 ➡ 年金から差引きになります

忙しい方、なかなか外出ができない方は、口座振替が便利です。

納付書や口座振替で各自納めます

手続き

こんなときは、一時的に納付書や口座振替で納めます！

本年度

仮徴収 本徴収

４
月

６
月

８
月

10
月

12
月

２
月

金融機関での手続き

Web口座振替受付サービス

介
護
保
険
料令和7年4月から 第1・2段階、第4・5段階を区分する基準となる金額が、「80万円」から「80万9千円」に変わりました。
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1

介護（予防）サービスを利用するには
まず要介護認定の申請をします

要介護認定からサービス利用までの手順

●体調のよいとき（通常時）に調査
発熱や骨折をしたばかりの状態など、いつもと違う体調のときでは正しい調査を行えません。
●日頃過ごしている環境での調査
基本的に、日頃生活しているご自宅や施設での調査となります。
●家族などに同席してもらう
家族など普段の様子を知っている介護者に同席してもらうことで、より正確な調査ができます。

　サービスを利用するためには、介護や支援が必要であると認定されることが必要です。
　要介護・要支援認定の申請をすると、認定調査・審査を経て、必要な介護の度合
い（要介護状態区分等）が決まります。
　申請から認定結果の通知までは30日程度かかります。
　また、全ての65歳以上の方は「一般介護予防事業」を利用できます(4ページ）。

申　請

認定結果の通知
　認定審査会の判定に基づき、宮崎
市が要介護状態区分等を認定し、通
知します。
●「認定決定通知書」と、認定結
果などが記載された「介護保険
被保険者証」が郵送されます。
●認定には有効期間があり、認定
者の状態によって3か月から48
か月の間で幅があります。
●認定結果に不服がある場合には
「宮崎県介護保険審査会」に申
立てができます。

　宮崎市役所・各総合支所の担当窓口
にて認定の申請をしてください。
　申請は本人、または家族・法定代理
人・地域包括支援センター、省令で定
められた居宅介護支援事業所や介護保
険施設などに代行してもらうこともで
きます。
　担当のケアマネジャーがいる場合は、
ケアマネジャーにご相談ください。

●要介護・要支援認定申請書
●介護保険被保険者証
●医療保険に加入していることが確認で
きるもの（第2号被保険者の場合）
●登記事項証明書の写し（法定代理人に
よる代理申請の場合）

※申請書には、かかりつけの主治医の氏名（フ
ルネーム）、医療機関名などを記入しますの
で、あらかじめ確認をお願いします。

※介護認定の手続きは、マイナポータルか
ら電子申請で行えます。

2 医師の
意見書

　宮崎市の依頼によ
り主治医が意見書を
作成します。

2 訪問調査
　要介護認定調査員が、ご自宅を訪問し、心身の状態や
日中の生活、家族、居住環境などについて聞き取り調査
を行います（全国共通の調査票が使われています）。

3 一次判定
　訪問調査の結果と主
治医の意見書の一部の
項目をコンピュータ入
力し、一次判定を行い
ます。

5

申請に必要なもの

認定審査を受けるときのポイント

　介護サービスは、今の身体の状態の維持やできなくなった生活行為の改善を目指すものです。
一人ひとりが目標を持ち、実現に必要なサービスを選択しましょう。
　日頃から「健康でいたい」「寝たきりにならないようにする」と意識して行動することも大切です。
※介護保険法の本旨（2ページ）をご覧ください。

介護サービスを選択するときのポイント

※基本チェックリスト※1を実施し、該当すれば「事業対象者」※2の申請を行うことが可能です。
　※1　基本チェックリストとは、記入式の質問で、生活機能の低下を確認し、介護予防や生活支援が必要か判断します。
　※2　事業対象者とは、基本チェックリストの実施により、介護予防・生活支援サービス事業の利用が必要と判断された方です。
※40歳から64歳の方（第2号被保険者）は、基本チェックリストではなく、要介護認定の申請を行います。
※更新の手続きは、有効期限終了日の60日前から行うことができます。手続きは、初回申請時と同じ流れです。
※心身の状態が、現に認定されている要介護状態区分等の状態例と異なる場合は、いつでも変更申請を行うことができます。

一般介護予防事業
を利用できます。
（4ページへ）

介護予防・生活支
援サービス事業
を利用できます。
（6ページへ）

介護予防サービ
ス（予防給付）を
利用できます。
（20ページへ）

介護サービス
（介護給付）を利
用できます。
（24ページへ）

基本チェック
リスト（※1）を
実施し、該当
した場合。

二次判定
（介護認定審査会）

　一次判定の結果と特記事項・医師
の意見書をもとに専門職が審査し、
要介護状態区分等の判定（二次判
定）が行われます。
※｢宮崎東諸県地域介護認定審査会｣は、
各合議体が医療、保健、福祉の専門職
5人で構成されています。

4

事
業
対
象
者
（※2）

非該当
要介護や要支援に当
てはまらない人です。

要支援1
要支援2

介護状態が軽く、介
護予防サービスや介
護予防・生活支援サー
ビス事業によって生
活行為が改善する可
能性の高い方です。

要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

介護サービスによっ
て生活行為の維持・
改善を図ることが適
切な人などです

結　果

要
介
護
認
定
か
ら

サ
ー
ビ
ス
利
用

ま
で
の
手
順
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　在宅サービスでは、要介護状態区分に応じて上限額
（支給限度額）が決められていて、その範囲内でサービ
スを利用する場合は、利用者負担は1割～3割です。た
だし、上限額を超えてサービスを利用した場合は、超え
た分全額が利用者負担になります。
　なお、福祉用具購入費、住宅改修費、居宅療養管理指
導費、施設利用の食費、居住費（滞在費）、その他日常
生活に要する費用は支給限度額に含みません。

1か月の在宅サービスの上限額（支給限度額）
要介護状態区分

50,320円

105,310円

167,650円

197,050円

270,480円

309,380円

362,170円

利用限度額

　同じ月に利用した介護サービス利用者負担（1～3割）の合計が高額になり、下記の限度額を超えたと
きは、超えた分が「高額介護サービス費」として後から支給されます。

●介護保険のみ高額になったとき
■利用者負担が高額になったとき

■利用者負担の割合

　収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額です。
合計所得金額に給与所得または公的年金等に係る雑所得が含まれている場合は、給与所得及び公的年金等に係る雑所得の合計額
から10万円を控除した金額を用います。土地売却等に係る特別控除額がある場合は、合計所得金額から「長期譲渡所得及び短期
譲渡所得に係る特別控除額」を控除した金額を用います。

※第2号被保険者（40歳以上65歳未満の医療保険加入者）、市町村民税非課税者、生活保護受給者の利用者負担の割合は1割です。

●介護保険と医療保険の利用者負担が高額になったとき
　介護保険と医療保険の両方の利用者負担を年間で合算し高額になったときは、限度額を超えた分が支給
される「高額医療合算介護（予防）サービス費支給」があります。

2割

3割

1割

はい

はい

はい

いいえ

いいえ
いいえ

いいえ

はい

スタート！

合計所得金額とは

本人を含む同じ世帯にいる65歳以上の方の「年金収入＋そ
の他の合計所得金額」が次にあてはまる方
①単身の場合340万円以上
②2人以上の場合463万円以上

本人を含む同じ世帯にいる65歳以上の方の「年金収入＋そ
の他の合計所得金額」が次にあてはまる方
①単身の場合280万円以上
②2人以上の場合346万円以上

本人の合計所
得金額が220
万円以上

本人の合計所
得金額が160
万円以上

サービス利用の流れ 支給限度額と負担割合
　要支援1・2と認定された方・事業対象者の方は地域包括支援センターなどに連絡し
ます。また、要介護1～5と認定された方で、自宅を中心としたサービスを希望する方
は居宅介護支援事業者に、施設への入所を希望する方は介護保険施設に連絡します。

※1　ケアプランの作成、介護予防ケアプランの作成は、利用者の費用負担はありません。
※2　計画をご自身で作成することもできます。詳細はお問い合わせください。
※3　 事業者と契約する際の注意点

●サービスの内容…利用者の状況に合ったサービス内容や回数になっているか
●契　約　期　間…要介護・要支援認定の有効期間に合わせた契約期間となっているか
●利 用 者 負 担 額…利用者負担の金額や交通費の要否などの内容が明記されているか
●利用者からの解約…利用者側からの解約が認められる場合およびその手続きが明記されているか
●損　害　賠　償…利用者が損害を与えられた場合の賠償義務が明記されているか
●秘　密　保　持…利用者および利用者の家族に関する個人情報が保持されるようになっているか

自宅で暮らしながら
サービスを利用するとき

①居宅介護支援事業者に
　連絡します

自宅を中心に利用する
の種類（P24～）

①地域包括支援センターなどに連絡します 介護保険施設へ
入所するとき

の種類（P27）

●宮崎市などが発行する事業者一
覧の中から居宅介護支援事業者
(ケアマネジャーを配置してい
るサービス事業者）を選び、連
絡します。

●担当のケアマネジャーが決まります。

②ケアプラン※1を作成します
●担当のケアマネジャーに生活の
困り事を伝えケアプランを作成
します※2。

③サービスを利用します
●サービス事業者と契約※3します。
●ケアプランにそって

を
利用します。

①介護保険施設に連絡します

●入所前に見学するなどサービス
内容や利用料について検討した
上で、施設に直接申し込みます。

②職員に生活の困りごとを伝えます
●家族や地域包括支援センターなどの職
員と、これからどのような生活を送り
たいのかなどについて話し合います。

●介護予防サービスを利用する場合は、
地域包括支援センター、または介護
予防支援の指定を受けた居宅介護支
援事業者に連絡して、相談をします。

※介護予防・生活支援サービス事業のみ利用の
場合は、地域包括支援センターに依頼します。

③介護予防ケアプラン※1を作成します
●地域包括支援センターなどの職員と相談しな
がら介護予防ケアプランを作成します※2。

④サービスを利用します
●サービス事業者と契約※3します。
●ケアプランにそって

　を利用します。

②ケアプラン※1を作成します
●入所する施設のケアマネジャー
と相談しながらケアプランを作
成します。

③サービスを利用します
●ケアプランにそって介護保険の

　を利用します。

要介護1～5の方要支援1・2、事業対象者

介護予防サービス
介護予防・生活支援サービス事業

介護サービス

介護サービス

施設サービス

施設サービス

事業対象者・要支援1
要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

区　分

世帯の全員が市町村民税非課税

限度額

課税所得380万円（年収約770万円）～課税所得690万円（年収約1,160万円）未満 93,000円
課税所得690万円（年収約1,160万円）以上 （世帯）

（世帯）
（世帯）
（世帯）
（世帯）
（個人）
（世帯）

140,100円

44,400円
24,600円
24,600円
15,000円
15,000円

前年の公的年金等収入金額＋その他の合計所得金額の合計が80万9千円
以下※の方等

市町村民税課税～課税所得380万円（年収約770万円）未満

生活保護を受給している方等

介護予防・生活支援サービス事業
について（P6～）
介護予防サービス

（要支援1・2）（P20～）
の種類

要介護認定からサービス利用までの手順

要
介
護
認
定
か
ら

サ
ー
ビ
ス
利
用

ま
で
の
手
順

　　　　　　「80万円以下」から「80万9千円以下」に変わりました。※ 令和7年8月から
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要支援1・2の方が利用できるサービス〈介護予防サービス〉

介護予防サービス
　介護予防サービスは、状態の改善と悪化の予防を目的としたサービスです。
　できないことを補助するだけでなく、利用者本人のできることを増やし、いきい
きとした生活を送れるよう支援します。
※費用は施設の体制などによって異なります。
※地域密着型サービスについてはP22・23をご覧ください。
※利用者負担は1～3割です。本冊子は、利用者負担1割の費用をめやすとして掲載しています。

医師の指導のもとでの助言、管理サービス
介護予防居宅療養管理指導 介護予防訪問看護
　医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士な
どに訪問してもらい、薬の飲み方、食事な
ど療養上の管理・指導を受けます。

●利用者負担の目安
訪問看護ステーションから
（30分未満の場合） 451円

病院または診療所から
（30分未満の場合） 382円

※早朝・夜間・深夜などの加算があります。

訪問してもらい利用するサービス
介護予防訪問入浴介護 介護予防訪問

リハビリテーション
　専門職に訪問してもら
い、利用者が自分で行え
る体操やリハビリなどの
指導を受けます。

●利用者負担の目安 ●利用者負担の目安
1回 856円

　浴室がない場合や浴
室の利用が難しい場合
に入浴のお手伝いの
サービスを受けられま
す。

　総合事業の開始にともなって、要支援1・2の方は、介護予防・生活支援サービス事業を利用するこ
とができ、専門職による状態の改善を目指すサービスを受けることができます。詳しくは、P7～9を
ご覧ください。

　看護師などに訪問してもらい、介護予防
を目的とした療養上のお世話や必要な診療
の補助などを受けます。

施設に通って利用するサービス

要支援1 2,268円

要支援2 4,228円

介護予防通所リハビリテーション（デイケア）
　介護老人保健施設や病院・診療所で、介護予防を目的とした生
活機能の維持向上のための機能訓練などを日帰りで受けられます。

●利用者負担の目安（1か月）

介護予防特定施設入居者生活介護

要支援1 183円

要支援2 313円

　介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けた有料老
人ホームなどに入居して、介護予防を目的とした日常生活
上の支援（食事、入浴、排せつなど）や機能訓練などが受
けられます。
　サービスは、包括型（一般型）と、外部の事業者がサー
ビスを提供する外部サービス利用型に区分されます。

施設に入居している方が利用するサービス

●利用者負担の目安（1日）

※食費、居住費、日常生活費は別途必要になります。

介護予防短期入所生活介護
（ショートステイ）
　介護老人福祉施設などに短期間入所して、
日常生活上の支援（食事、入浴、排せつな
ど）や機能訓練などが受けられます。

●利用者負担の目安（1日）

※食費、滞在費、日常生活費は別途必要になります。

〈介護老人福祉施設・併設型の施設の場合〉

451円

561円

451円

561円

529円

656円

要支援1

要支援2

介護予防短期入所療養介護
（医療型ショートステイ）
　介護老人保健施設などに短期間入所して、
医療や介護、生活機能の維持向上のための
機能訓練が受けられます。

●利用者負担の目安（1日）

※食費、滞在費、日常生活費は別途必要になります。

〈介護老人保健施設の場合〉

短期間施設に入所して利用するサービス ※連続した利用が30日を超えた場合、
31日目は全額利用者負担となります。

515円

●利用者負担の目安

医師が行う場合
（月2回まで）

〈単一建物居住者1人に対して行う場合〉

従来型個室 多床室 ユニット型個室
ユニット型個室的多床室

579円

726円

613円

774円

624円

789円

要支援1

要支援2

※食費・日常生活費は別途負担となります。

従来型個室 多床室 ユニット型個室
ユニット型個室的多床室

298円1回

要
支
援
1
・
2
の
方

（
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
）



22 23

地域密着型サービス

住み慣れた地域で生活を続けるために

要介護2
要介護3
要介護4

要介護1

要介護5

17,415円
24,481円
27,766円
31,408円

12,447円

　住み慣れた地域で生活を続けるために、地域の特性に応じたサービスが受けられ
ます。ただし、原則として、他の市区町村のサービスは受けられません。
●利用者負担の目安は、サービスにかかる基本的な費用の1割を掲載しています。このほかにサービスの利用内
容による加算などがあります。

●市区町村によっては実施していないサービスがあります。
●【　】内は介護予防サービスの名称です。
●施設を利用した場合、食費、日常生活費、居住費等は別途必要になります。

●利用者負担の目安（1か月）

745円
817円
887円

745円
817円
887円

828円
901円
971円

要介護3
要介護4
要介護5

従来型個室 ユニット型個室
ユニット型個室的多床室多床室

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護
　密接に連携をとっている介護職員と看護師の
定期的な訪問を受けられます。また、通報や電
話などをすることで、随時対応も受けられます。

認知症対応型通所介護
【介護予防認知症対応型通所介護】

　認知症高齢者が、
共同生活をする住
宅で、スタッフの
介護を受けながら、
食事・入浴などの
介護や支援、機能
訓練を受けられま
す。

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）
【介護予防認知症対応型共同生活介護】

要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

484円
513円
523円
542円
560円
578円
598円

要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

761円
765円
801円
824円
841円
859円

〈基本対応の場合〉

〈ユニット数1の場合〉

　認知症高齢者を対象に、食事や入浴、専門的
なケアが日帰りで受けられます。

◆訪問看護サービスを行う場合〈一体型の場合〉

地域密着型通所介護
　定員が18人以下の小規模な通所介護で、日
常生活上の世話や機能訓練などを日帰りで受
けられます。

要介護2
要介護3
要介護4

要介護1

要介護5

890円
1,032円
1,172円
1,312円

753円

※要支援1・2の方は利用できません。

要介護2
要介護3
要介護4

要介護1

要介護5

12,413円
18,948円
23,358円
28,298円

7,946円

※要支援1・2の方は利用できません。

〈グループホーム等の共用スペースを利用する場合〉

※要支援1・2の方は利用できません。

※要支援1・2の方は利用できません。

●利用者負担の目安
（7時間以上8時間未満の場合）

要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

3,450円
6,972円
10,458円
15,370円
22,359円
24,677円
27,209円

●利用者負担の目安（1か月）

●利用者負担の目安（1日）

●利用者負担の目安（1か月）
●利用者負担の目安

●利用者負担の目安
（7時間以上8時間未満の場合）

1か月 989円

24時間対応の訪問介護
と訪問看護

小規模な施設の通所介護

夜間対応型訪問介護
　夜間でも安心して在宅生活が送れるよう、
巡回や通報システムによる夜間専用の訪問介
護を受けられます。

夜間の訪問介護サービス

認知症高齢者を対象としたサービス

小規模多機能型居宅介護
【介護予防小規模多機能型居宅介護】 　利用者の状況に応じて、小規模な住居型の施

設への「通い」、自宅に来てもらう「訪問｣
（介護と看護）、施設に「泊まる」サービスが
柔軟に受けられます。

看護小規模多機能型居宅介護

　小規模な住居型の施設への「通い」を中心に、
自宅に来てもらう「訪問」、施設に「泊まる｣
サービスが柔軟に受けられます。

通い・訪問・泊まりなどを組み合わせたサービス

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護
　定員が29人以下の小規模な介護老人福祉
施設に入所する方が、食事・入浴、機能訓練
などのサービスを受けられます。

【メリット】●1か所の事業所で、ご本人やご家族の状態に合わせて臨機応変にサービスを変更できる
　　　　　●必要なサービスを受けながら、自宅で過ごすことができる　など

●利用者負担の目安（1日）

小規模な施設に移り住んで
受けるサービス

※要支援1の方は利用できません。

※原則、要介護3以上の方が対象です。要介護1又は2の方は
特例的な入所が認められる場合があります（P27参照）。

地
域
密
着
型

サ
ー
ビ
ス
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1回

●利用者負担の目安

要介護1～5の方が利用できるサービス〈介護サービス〉

介護サービス（在宅サービス）
　在宅サービスには、居宅を訪問してもらう訪問系サービスや施設に通って受ける
通所系サービスなどがあります。サービスは組み合わせて利用することができます。
●利用者負担の目安は、サービスにかかる基本的な費用の1割を掲載しています。このほかにサービスの利用内
容による加算などがあります。

　ホームヘルパーに自宅を訪問してもらい、身体介護や生活
援助を受けます。

訪問入浴介護

1回 1,266円 308円

　介護職員と看護職員が居宅を訪問し、移
動入浴車などで入浴介護をします。

　理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が
居宅を訪問し、リハビリテーションをしま
す。

本人以外のためにすることや、日常生活上の家事の範囲
を超えることなどは、サービスの対象外です。

※サービスの内容によっては、「介護保険外」のサービスとして
受けることができます。希望するときは、ケアマネジャー、
サービス提供事業者に相談しましょう。

訪問介護（ホームヘルプサービス）

訪問リハビリテーション

〈身体介護〉
●食事や排せつの介助
●入浴や更衣の介助
●通院・外出の付き添い　など

〈生活援助〉
●住居の掃除、洗濯、買い物
●食事の準備、調理
●薬の受け取り　など

身体介護中心
（20分以上30分未満の場合） 244円

生活援助中心
（20分以上45分未満の場合） 179円

通院等乗降介助（1回）　 97円

※早朝・夜間・深夜などの加算があります。

●利用者負担の目安 以下のサービスは、介護保険の対象外です

●利用者負担の目安

訪問してもらい利用するサービス

日常生活の手助けをしてもらう

　特定施設入居者生活介護の指定を受けた有料
老人ホームなどに入所している方が受けるサー
ビスです。食事・入浴などの介護や機能訓練を
受けられます。サービスは、包括型（一般型)
と、外部の事業者がサービスを提供する外部
サービス利用型に区分されます。

特定施設入居者生活介護
施設に入っている方が利用する介護サービス

居宅療養管理指導 訪問看護

515円
471円

399円

※早朝・夜間・深夜などの加算があります。

　医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士な
どに訪問してもらい、薬の飲み方、食事な
ど療養上の管理・指導を受けます。

　デイサービスセンターで、食事・入浴など
の介護や機能訓練が日帰りで受けられます。

　介護老人保健施設や病院・診療所等で、
日帰りの機能訓練などが受けられます。

医師の指導のもとでの助言、管理サービス

施設に通って利用するサービス

●利用者負担の目安●利用者負担の目安
訪問看護ステーションから
（30分未満の場合）医師が行う場合

（月2回まで） 病院または診療所から
（30分未満の場合）

通所介護（デイサービス） 通所リハビリテーション（デイケア）

要介護1 658円
要介護2 777円
要介護3 900円
要介護4 1,023円
要介護5 1,148円

●利用者負担の目安
〈通常規模の事業所の場合〉（7時間以上8時間未満の場合）

※食費、日常生活費は別途負担となります。

要介護1 762円
要介護2 903円
要介護3 1,046円
要介護4 1,215円
要介護5 1,379円

〈通常規模の事業所の場合〉（7時間以上8時間未満の場合）
●利用者負担の目安

※食費、日常生活費は別途負担となります。

要介護1 542円
要介護2 609円
要介護3 679円
要介護4 744円
要介護5 813円

〈包括型（一般型）の場合〉
●利用者負担の目安（1日）

※食費、日常生活費、居住費は別途負担となります。

〈単一建物居住者1人に行う場合〉

●本人以外の家族のための家事　●ペットの世話
●草むしり・花の手入れ　●来客の応対
●模様替え　●洗車　など

！

　看護師などに
訪問してもらい、
床ずれの手当て
や点滴の管理を
してもらいます。

要
介
護
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方
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要介護1～5の方が利用できるサービス〈介護サービス〉

　介護老人福祉施設などに短期間入所して、
食事、入浴、排せつなどの日常生活上の支
援や機能訓練などが受けられます。

　介護老人保健施設などに短期間入所して、
医療上のケアを含む日常生活上の支援や機
能訓練、医師の診療などが受けられます。

短期間施設に入所して利用するサービス ※連続した利用が30日を超えた場合、
31日目は全額利用者負担となります。

753円

801円

864円

918円

971円

830円

880円

944円

1,052円

997円 1,003円

836円

883円

948円

1,056円

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

603円

672円

745円

815円

884円

603円

672円

745円

815円

884円

704円

772円

847円

918円

987円

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

従来型個室 多床室

短期入所生活介護
（ショートステイ）

短期入所療養介護
（医療型ショートステイ）

●利用者負担の目安（1日） ●利用者負担の目安（1日）
〈介護老人福祉施設・併設型の施設の場合〉

ユニット型個室
ユニット型個室的多床室 従来型個室 多床室 ユニット型個室

ユニット型個室的多床室

※食費、滞在費、日常生活費は別途必要になります。 ※食費、滞在費、日常生活費は別途必要になります。

〈介護老人保健施設の場合〉

施設サービスの種類と費用の目安
　施設サービスは、介護が中心か治療が中心かなどによって入所する施設を選択し
ます。入所の申し込みは施設へ直接行います。

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
　常に介護が必要で、自宅では介護が困難な方が対象の
施設です。食事・入浴など日常生活の介護や健康管理が
受けられます。

●入所の対象者
❶要介護3から要介護5までの方。
❷要介護1又は要介護2の方
で、特例的な施設への入所
(※特例入所）が認められ
ている方。

※特例入所の該当者
　要介護1又は要介護2の方で、その心身の状況、その置かれている
環境その他の事情に照らして、居宅において日常生活を営むことが
困難なことについてやむを得ない事由があると認められた方

生活介護が中心の施設

介護老人保健施設
　病状が安定し、リハビリに重点を置いた介護が必要な
方が対象の施設です。医学的な管理のもとで介護や看護、
リハビリが受けられます。

介護やリハビリが中心の施設

2.4万円2.3万円2.1万円
2.5万円2.5万円2.2万円
2.7万円2.7万円2.4万円
2.9万円2.8万円2.6万円
3.0万円3.0万円2.7万円

要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

●施設サービス費（1割）の目安（月額概数）
従来型個室 多床室 ユニット型個室

ユニット型個室的多床室

介護医療院
　主に長期にわたり療養が必要な方が対象の施設です。
医療と介護（日常生活上の世話）が一体的に受けられま
す。

長期療養の機能を備えた施設

2.5万円2.4万円2.1万円
2.8万円2.8万円2.4万円
3.5万円3.5万円3.2万円
3.9万円3.8万円3.5万円
4.1万円4.1万円3.7万円

要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

●施設サービス費（1割）の目安（月額概数）
従来型個室 多床室 ユニット型個室

ユニット型個室的多床室

2.4万円2.1万円2.1万円
2.6万円2.4万円2.4万円
2.8万円2.6万円2.6万円

要介護3
要介護4
要介護5

●施設サービス費（1割）の目安（月額概数）
従来型個室 多床室 ユニット型個室

ユニット型個室的多床室

●施設サービスの費用
　施設サービス費の利用者負担分（1～3割）に
加え、居住費・食費・日常生活費を支払います。

★居住費・食費について
　居住費・食費は、施設と利用者との契約により決められますが、施設の平均的な費用をもとに、基準費用額が定められています。

介護老人保健施設・介護医療院

介護老人福祉施設

施設の種類 ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室 従来型個室 多床室

食費
居住費等

●居住費・食費の基準費用額（1日当たり）

1,231円 915円

1,728円 437円
2,066円 1,728円 1,445円

★居住費
施設

サービス費の
1～3割

★食費 ＝＋＋＋ 日常生活費
（理美容代など）

自己
負担

居室の違い
●従来型個室：共同生活室（リビングスペース）を併設していない個室
●多床室：定員2人以上の個室ではない居室
●ユニット型個室：共同生活室（リビングスペース）を併設している個室
●ユニット型個室的多床室：ユニット型個室に準じた完全な個室ではない居室

※要支援の方は利用できません。

共同生活室
（リビングスペース）

共同生活室
（リビングスペース）

個室 個室

個室

個室

個室個室
個室

個室 個室

ユニット

ユニット型個室

居室
居室

居室
居室

居室
居室
居室
居室
居室
居室

簡易的な壁（天井と壁の間に
一定の隙間があっても可）

ユニット

ユニット型個室的多床室
ユニットを構成しない相部屋

4人部屋 4人部屋

4人部屋

4人部屋 4人部屋

廊 

下

多床室

4人部屋

ユニットを構成しない個室 ユニットを構成する個室

個室 個室

個室

個室 個室

廊 

下

従来型個室

個室

ユニットを構成し、
完全な個室ではない部屋

※介護老人保健施設、介護医療院の室料負担のある多床室を利用した場合、基準費用額が697円になります（短期入所療養介護も同様）。令和7年8月から

※

要
介
護
1
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方
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ス
）
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通所介護※2

11

8

5

2 （介護予防）
短期入所生活介護

9

6

3

利用者負担軽減制度

自己負担限度額が設けられます
　低所得の方でも施設利用が困難とならないよう、下の表に該当する方は、所得に応じた負担限度額まで
を自己負担し、基準費用額との差額は「特定入所者介護サービス費」として介護保険から給付されます。
※通所サービスにおける食費負担は除く。

　社会福祉法人等が行う対象サービスについて、利用負担額が軽減される場合があります。

低所得による自己負担限度額の適用を受けるためには、宮崎市に申請して「介護
保険負担限度額認定証」の発行を受けることが必要です。
認定証の有効期間は、申請書を受付した月の初日から開始になります。

❶世帯全員が市民税非課税である
※ここでの「世帯」とは、本人、配偶者（世帯分離している配偶者、内縁関係者を含む）、世帯員のこと

※65歳未満の方の預貯金等については、段階に関係なく、単身1,000万円、夫婦2,000万円以下であること

要　件

❶市民税課税者の被扶養者でなく、生計を一にしていない方。
❷世帯員全員の年間収入見込み額の合計額が、生活保護法の保護基準に定めるところにより、本市に
おいて適用される生活保護基準（最低生活費）以下の方。
※貸家に居住している場合は、❷の基準額から控除します。

❸世帯員の保有する預貯金及び有価証券の合計額が、150万円以下の世帯に属している方。
❹世帯員の保有する土地・建物等の資産において居住用財産を除く処分可能な財産を保有していない方。

対象者

介護老人福祉施設※2
（特別養護老人ホーム）

（介護予防）
認知症対応型通所介護

（介護予防）
小規模多機能型居宅介護訪問介護

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護 看護小規模多機能型居宅介護夜間対応型訪問介護

第１号通所事業のうち介護予防
通所介護に相当する事業※3

第１号訪問事業のうち介護予防
訪問介護に相当する事業※3

軽減対象要件 軽減内容

●介護老人保健施設と介護医療院、短期入所療養介護を利用した場合の従来型個室の負担限度額は（　　）内の金額となります。

※1 軽減内容により対象外となるサービスもあります。　※2 地域密着型を含む。　※3 利用者負担割合が保険給付と同様のものに限る。

※1 食費・居住費も対象となります。
※2 小規模多機能型居宅介護と訪問看護との組み合わせに限られます。
※高額介護（予防）サービス費などの支給を受けている場合は、支払った金額からその支給金額
を差し引いた金額が控除の対象となります。

●負担限度額（日額）

●対象サービス※1

●軽減対象要件及び軽減内容

申請が必要です

宮崎市介護保険居宅サービス利用者支援を受けるためには、宮崎市に申請して
「宮崎市介護保険居宅サービス利用者支援認定証」の発行を受けることが必要です。
認定証の有効期間は、申請書を受付した月の初日から開始になります。

申請が必要です

社会福祉法人等利用者負担軽減を受けるためには、宮崎市に申請して「社会福祉
法人等利用者負担軽減確認証」の発行を受けることが必要です。
確認証の有効期間は、申請書を受付した月の初日から開始になります。

申請が必要です

◆おむつ代
　おむつ代は医療費控除の対象に
なりますが、控除を受ける場合は、
市が発行する「確認書」と領収書
が必要です。「確認書」の発行に
は要件がありますので事前にお問
い合わせください。

●市民税非課税世帯
●収入：単身世帯で年額150万円以下
（世帯員が1人増えるごとに50万円加算）
●預貯金等：単身世帯で350万円以下
（世帯員が1人増えるごとに100万円加算）
●日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと
●負担能力のある親族等に扶養されていないこと
●介護保険料を滞納していないこと
※上記要件の全てに該当すること

利用者負担（介護サービス費の1割負担、食費、居住
費）の25％（老齢福祉年金受給者は50％）を軽減しま
す。
※「介護保険負担限度額認定証」をお持ちでない方が、対象サー
ビス❶❸を利用された場合の食費、居住費は軽減対象外となり
ます。

対象サービス❶❸において、ユニット型個室、ユニット
型個室的多床室、従来型個室を利用した場合は、居住費
（滞在費）のみ軽減対象です。

●訪問看護★　●訪問リハビリテーション★　●居宅療養管理指導★
●通所リハビリテーション★　●短期入所療養介護★
●定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用する場合）
●複合型サービス※2　●介護老人保健施設　●介護療養型医療施設　●介護医療院

●介護老人福祉施設　●地域密着型介護老人福祉施設

●訪問介護（生活援助中心型を除く）　●夜間対応型訪問介護　●訪問入浴介護★　●通所介護
●認知症対応型通所介護★　●小規模多機能型居宅介護★　●短期入所生活介護★
●定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用しない場合と連携型事
業所の場合）

●地域支援事業の訪問型・通所型サービス（生活援助中心のサービスを除く）

◆障がい者控除
　介護保険の認定を受けている方
(65歳以上）で、身体障がい者手
帳などの交付を受けていない方で
も、障がいのある方と同等の心身
状態にあると認められる場合は、
控除を受けることができます。控
除の申告の際には｢認定書」が必
要です。

◆介護保険サービスの利用料
次に挙げるサービスにかかる費用が医療費控除の対象となります。
★のあるものは介護予防サービスも同様

（2）上記（1）の在宅サービスと併せて利用する場合に、医療費控除の対象と
　　なるサービス（定率負担のみ対象）

（1）医療費控除の対象となるサービス（医療系サービス）※1

（3）2分の1が医療費控除の対象となるサービス※1

各種控除について

社会福祉法人等による利用者負担軽減

　要支援・要介護者の方のうち、在宅で居宅サービス又は地域密着型サービスを利用しており、
特に生活が困窮していると認められる方に対して、利用者負担額を一部助成する制度です。

宮崎市介護保険居宅サービス利用者支援事業

◎市民税世帯非課税者で、下記の全てに該当する方です
　（生活保護を受給している方は対象となりません）。

10

7

4

1

●生活保護受給者

❷預貯金等が一定額（ 　　　　　　　　）以下である●第1段階　：単身1,000万円、夫婦2,000万円
●第2段階　：単身　650万円、夫婦1,650万円
●第3段階①：単身　550万円、夫婦1,550万円
●第3段階②：単身　500万円、夫婦1,500万円

第1
段階

第2
段階

第3
段階

第3
段階

880円 550円 0円 300円

880円 550円 430円 390円

300円

1,370円 1,370円 430円 650円 1,000円

1,370円 1,370円 430円 1,360円 1,300円

600円

利用者負担段階 ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室

従来型
個室 多床室

食費居住費等

●生活保護を受給している方
●老齢福祉年金の受給者であって本人および世帯全員
が市民税非課税の方

●本人および世帯全員が市民税非課税で、本人の前年
の課税年金収入額＋非課税年金収入額＋その他の合
計所得金額が80万9千円以下の方

●①

●②

●本人および世帯全員が市民税非課税で、本人の前年
の課税年金収入額＋非課税年金収入額＋その他の合
計所得金額が80万9千円超120万円以下の方

●本人および世帯全員が市民税非課税で、本人の前年
の課税年金収入額＋非課税年金収入額＋その他の合
計所得金額が120万円超の方

施設
サービス

短期入所
サービス

480円
（550円）

380円
（550円）

880円
（1,370円）

880円
（1,370円）

利
用
者
負
担

軽
減
制
度

第2段階が「80万円以下」から「80万9千円以下」に、第3段階①が「80万円
超120万円以下」から「80万9千円超120万円以下」に変わりました。

※ 令和7年8月から
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福祉用具貸与・購入、住宅改修

生活する環境を整えるサービス
※【　】内は介護予防サービスの名称です。

福祉用具をレンタルする

福祉用具を購入する

●手すりの取り付け
●開き戸から引き戸等への扉の取替え等
●和式から洋式への便器の取替え
●滑りの防止、移動の円滑化等のための
　床・通路面の材料の変更
●段差の解消
●その他これらの各工事に付帯して
　必要な工事

介護保険の対象となる工事

※新築や増築、または改修の理由が老朽化や器具の
故障等による場合は対象になりません。
※入院（入所）中の方は、退院（退所）の予定日が
決定している場合に限り申請が可能です。
※現在居住する住宅（介護保険証の住所地）の改修
が対象です。

※利用者の負担割合や用具の種類、事業者により
金額は変わります。

　日常生活の自立を助けるための福祉用具（下記の品目）を借りることができます。
　ケアマネジャーまたは指定事業所の福祉用具専門相談員にご相談ください。

福祉用具貸与【介護予防福祉用具貸与】

※利用者の負担割合や用具の種類、事業者により金額は変わります。
※補助対象額は、各種目10万円が限度となります。

　要支援1・2の方で、介護サービスの内、★マークの品目の福祉用具貸与のみを継続して利
用している場合に、利用している福祉用具と同じものを購入できる制度があります。
　申請が必要なため、担当のケアマネジャーや福祉用具専門相談員にご相談ください。

介護予防福祉用具購入補助事業

●車いす（車いす付属品を含む）　●特殊寝台（特殊寝台付属品を含む）　●床ずれ防止用具
●体位変換器　●認知症老人徘徊感知機器　●移動用リフト（つり具を除く）

はいかい

●手すり（工事をともなわないもの）  ★スロープ（工事をともなわないもの）  ★歩行器　★歩行補助つえ

要介護4・5の方の対象品目

要介護2・3の方の対象品目

要支援1・2、要介護1の方の対象品目

●自動排泄処理装置（交換可能部品を除く）
はいせつ

※事業所にいる「福祉用具専門相談員」に必ずアドバイスを受けましょう。

特定福祉用具販売【特定介護予防福祉用具販売】
　下記の福祉用具を、宮崎市の指定を受けた事業所から購入したものに限り、同一年度（4
月1日～翌年3月31日）で、10万円を上限に9割～7割の購入費が支給されます。

購入方法

申請が必要です

要支援1・2要介護1～5
●腰掛便座  ●簡易浴槽  ●入浴補助用具  ●自動排泄処理装置の交換可能部品　●移動用リフトのつり具の部分
●排泄予測支援機器

はいせつ

はい せつ

住宅改修費支給【介護予防住宅改修費支給】
　在宅の要支援・要介護認定者が、手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をしたとき、20万円
を上限に費用の9割～7割の改修費が支給されます。

住宅改修補助事業
　要支援・要介護認定者で一定所得以下の世
帯の場合、20万円を上限として（各項目に限
度額あり）右記対象となる工事の費用の一部
を助成します（課税状況により補助率が異な
ります）。

事前の事前の申請が必要です

手続きの流れ

事後申請

書類審査／支給決定・振込

工事／完成

書類審査／工事着工承諾

事前申請

ケアマネジャーに相談

　担当のケアマネジャーに相談してください。
　担当のケアマネジャーがいない場合や要介護等認定を受けて
いない場合は、お近くの地域包括支援センターや居宅介護支援
事業所にご相談ください。（介護保険課でも対応可）

　介護保険課で書類審査（必要に応じて現地確認）を行った後、
支給決定をします。
●償還払い⇒申請者の口座に振込
●受領委任払い⇒施工業者の口座に振込

　ケアマネジャー等が申請書類一式を介護保険課または総合支
所へ提出します。

　介護保険課で書類審査（必要に応じて現地確認）を行った後、
工事着工の承諾を決定します。

　ケアマネジャー等が完成書類一式を介護保険課または総合支
所へ提出します。

手続きの流れは上記と同様です。

対象となる工事
【要支援1・2】【要介護1～5】
○上記介護保険住宅改修給付対象工事項目

【要支援2】【要介護1～5】
○移動・介護に必要なスペース確保
○浴室改修　
○給水栓取替え

償還払いと受領委任払いの2通りがあります。
手続きの流れ 要介護・要支援認定を受ける

●②受領委任払い
指定事業所から用具の購入（購入費用の1割～3割相当額の自己負担）

市へ購入費用の支給申請

市が事業所へ9割～7割相当額の支給

●①償還払い
指定事業所から用具の購入（一旦全額自己負担）

市へ購入費用の支給申請

市から購入費用の9割～7割相当額を支給

市へ確認書での購入可否の
問い合わせ担当のケアマネジャーがいない場合や、要介護認定を受けていない場合は、

お近くの地域包括支援センターや居宅介護支援事業所にご相談ください。

ケアマネジャーまたは指定事業所の福祉用具専門相談員に相談する

※次の福祉用具は、ケアマネジャーや福祉用具専門相談員の提案を受け、利用者の意思決定で購入することができます。
●固定用スロープ　●歩行器（歩行車を除く）●単点杖（松葉づえを除く）と多点杖

※福祉用具貸与の対象用具のうち次の福祉用具は購入することができます。
●固定用スロープ　●歩行器（歩行車を除く）●単点杖（松葉づえを除く）と多点杖 福
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認知症を地域で支える認知症を地域で支える

認知症・権利擁護

●認知症サポーター
　認知症を正しく理解し、認知症の方や、家族
を温かく見守り、声かけをする支援者です。ご
近所の方や職場で仲間を集めて「認知症サポー
ター養成講座」を受講すれば、どなたでもサ
ポーターになれます。

高齢者虐待を防止するために高齢者虐待を防止するために
　｢高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」では、虐待を受けたと思われ
る高齢者を発見した場合、速やかに通報することが義務付けられています。
　地域の見守り、気づき、助け合いで、虐待の起こらない地域づくりを目指しましょう。

成年後見制度とは成年後見制度とは
　認知症や知的障がい、精神障がいなどによって判断能力が十分でない方の権利を
守るために成年後見人等が本人に代わって財産を管理したり、医療・介護の契約を
締結したりすることによって本人を支援する制度です。

虐待が疑われる異変などに気づいたら、宮崎市地域包括ケア推進課また
はお近くの地域包括支援センターにご相談ください。

●認知症地域支援推進員
　認知症の方やその家族を支援するため、医療
機関や介護サービス事業所及び地域の支援機関
の間の連携を図ったり、家族からの相談に応じ
たりする専門職を配置しています。

●認知症初期集中支援チーム
　認知症が疑われる方や認知症の方、またその
家族を支援するために、認知症専門医と医療又
は介護の専門職がチームをつくり、最長6か月
程度、訪問等を重ねながら在宅生活のサポート
をします。

●認知症カフェ
　認知症の方の想いが尊重され、アットホーム
な雰囲気の中でひとときを過ごすことができ、
家族の相談の場としての機能を果たしています。
気軽にお茶を飲みながら地域の方や専門職と交
流できる場です。

認知症初期の方へ認知症初期の方へ
●認知症連携パス
（オレンジ手帳）
　認知症の方とご家族の思いや
ご希望などを医療や介護等の関
係者間で共有し、希望するサー
ビスが切れ目なく提供されるよ
う支援するための手帳です。

●認知症あんしんガイドブック
（認知症ケアパス）
　認知症の疑いから発症、進行
とともに変化していく状態に応
じて、どのような医療や介護の
サービスを受ければよいかなど
を紹介しています。

福祉サービス

　在宅で生活する高齢者や、介護をしている家族へのサポートとして、介護が必要な方
への支援はもちろん、介護保険が利用できない方への自立生活の支援を行っています。
●介護用品支給
要介護者を在宅で介護している家族などに対し、介護の負担軽減のため、介護用品（紙おむつ、尿取りパッド等）を
支給します。

●生活支援配食サービス
調理や買い物が困難で、かつ定期的な声かけや軽度な支援が必要なひとり暮らしの高齢者などに対して、食事（夕
食）の提供を行います。

●緊急通報システム
慢性疾患などにより、常時注意が必要なひとり暮らし高齢者などの緊急時に備えるため、民間の緊急通報サービスを
提供し、利用料の一部を助成します。

●高齢者ショートステイ
普段高齢者を養護している家族の不在や体調不良等により、一時的に居宅での生活が困難な場合に、養護老人ホーム
などでの短期間宿泊により、生活習慣の改善等を行います。

●認知症高齢者防火支援
ひとり暮らしの認知症高齢者などへの防火対策として、電磁調理器・自動消火器・火災警報器（熱感知）・Siセンサ
ーコンロの購入費の一部を助成します。

●認知症高齢者位置検索サービス
認知症高齢者を在宅で介護する家族に対して、認知症高齢者が外出中に道に迷うなど所在不明になった場合に、その
位置を確認できる民間の位置検索サービス（GPS、見守りシール）の費用の一部を助成します。

65歳以上の高齢者で、環境上の理由
および経済的な理由により、居宅で
の生活が困難な方に対して、食事や
入浴を提供するとともに、日常生活
上の世話やレクリエーションなどを
行います。

｢自立」「要支援」レベルの60歳以上の
高齢者で、住宅事情等の理由により居
宅において生活することが困難な方に
対して、生活援助員による各種相談や
緊急時の対応、在宅サービス等利用手
続きの援助などを行います。

60歳以上の高齢者で、住宅事情等の
理由により居宅において生活するこ
とが困難な方に対して、食事や入浴
を提供するとともに、生活相談、緊
急時の対応など日常生活上の必要な
援助を行います。

●①地域包括支援センター等
に連絡し、相談します。

●②センター等の職員が訪問
し、状況調査を行い、必
要に応じて民生委員等の
意見を聞いたり相談した
りします。

●③サービスの利用を検討し、
宮崎市に申請します。

●④宮崎市はサービス利用の
可否について、本人、地
域包括支援センター等に
連絡します。

申請の流れ ④利用認定（非該当）通知書送付

②訪問

①相談（電話可） ④連絡

本人・家族

民生委員等
②相談・意見聴取

③申請書提出
地域包括支援センター

または、居宅介護支援事業所
宮崎市

在宅生活をサポートする福祉サービス

自立している方のための施設福祉サービス
●生活支援ハウス
（申込先：地域包括支援セン
ター又は居宅介護支援事業所）

●養護老人ホーム
（申込先：地域包括ケア推進課）

●軽費老人ホーム、
　ケアハウス
（申込先：直接施設へ）
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お問合せ先
介護保険制度に関すること

介護保険課（☎0985-21-1777）

よくあるご質問 担当係・連絡先

介護サービス係
☎21-1777

保険料係
☎42-7147

認定審査係
☎44-2591

事業所支援係
☎44-2804

掲載ページ

P28
P29
P30
P31
P19
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ー

下記参照
P15
P12
ー
ー
ー
ー
P16
P28
P28
ー
ー
ー
ー

ー

● 介護サービス利用料の負担軽減（低所得の方）
● 社会福祉法人等による負担軽減
● 福祉用具のレンタルや購入、軽度者への例外給付
● 手すり取付けや段差解消などの住宅改修費支給
● 介護サービス利用料が高額になってしまった場合の手続き

● 負担割合証の再発行
● 亡くなった方の手続き（「権利継承届」）
● 施設の一覧表が欲しい
● 介護保険料の納付方法
● 介護保険料の給付制限（給付額減額、償還払い）
● 介護保険被保険者証の再発行
● 介護保険料の減免
● 介護保険関係の郵便物の送付先変更
● 亡くなった方の手続き（介護保険被保険者証の返却）
● 要介護認定申請の手続き（認定調査）
● 障がい者控除の認定書の申請
● おむつ代の医療費控除
● 介護保険事業所・施設の指定
● 有料老人ホームの開設
● 介護保険事業所・施設の変更等届出
● 介護保険施設等の整備や補助金

● ケアマネジャーが決定・変更となった場合の手続き
（「居宅（介護予防）サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書」の提出先）

高齢福祉に関すること

地域包括ケア推進課（☎0985-21-1773）
よくあるご質問 お問合せ先（担当係）

介護予防係

包括ケア企画係

福祉サービス係

権利擁護係

掲載ページ
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●フレイル予防健幸塾、いきいき手帳
P4●健幸運動教室

● 介護予防・生活支援サービス事業
● 宮崎市地域包括支援センターについて知りたい
● 地域での支え合い（地域包括ケアシステム）
● 介護助手
● 介護職員やケアマネジャーの資格取得に対する補助
● 自立支援型地域ケア会議
● 高齢者虐待の相談
● 高齢者ショートステイ
● 家族の介護をしている方への支援
● 認知症サポーター養成講座
● 認知症カフェの開催
● 認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チーム
● 成年後見制度について知りたい
● 介護用品（おむつなど）の支給
● 生活支援配食サービス
● 緊急通報システムの利用
● 認知症高齢者の防火対策・位置検索サービス
● 高齢者の加齢性難聴に対する補聴器購入助成
● 養護老人ホームの入所

● 要介護認定は対象外となったが受けられるサービスはないのか？
（総合事業、事業対象者について）

福祉総務課（☎0985-21-1754）

管理係

地域福祉係

● 福祉保健センター等について
● 老人福祉センター等について
● 敬老バスについて
● 老人クラブ（さんさんクラブ）について
● 敬老祝金や百歳長寿祝品について

高齢者のための施設やケアマネジャーなどを探している方は、
宮崎市ホームページ『施設一覧』をご覧ください。
●有料老人ホームについて
●介護サービスなどの事業者一覧
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